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熊 本 労 働 局 発 表 

平成２６年５月３０日 

   

 

 

 

 

 

報道関係者 各位 

 

平成２５年度男女雇用機会均等法施行状況について 

熊本労働局（局長 一瀬 壽幸）は、｢第２９回男女雇用機会均等月間｣に

あたり、平成２５年度の熊本県内における男女雇用機会均等法の施行状況を

発表します。 

 

 

厚生労働省では、男女雇用機会均等法公布日（昭和６０年６月１日）を記念 

して、毎年６月を「男女雇用機会均等月間」と定め、職場における男女均等に 

ついて労使をはじめ社会一般の認識と理解を深める機会としています。 

    〔テーマ〕 踏み出そう ポジティブ・アクション！ 

           ～男女ともに力を発揮する企業が未来を担う～ 

     熊本労働局雇用均等室では、月間中、男女雇用機会均等法の一層の周知徹底 

及び履行確保のための指導を計画的に実施するほか、男女均等な採用選考ルール、

７月に施行される改正省令・指針、今年度新たに創設された「ポジティブ・アクシ

ョン能力アップ助成金」の周知徹底を図ることとしています。 

      

 

○ 平成２５年度に熊本労働局雇用均等室に寄せられた均等法に関する相談は 

４９９件であり、前年度と同数。全体の５割超が労働者からの相談。 

○ 個別紛争となっている事案で労働局長による紛争解決援助申立件数は１８件。 

うち１０件がセクシュアルハラスメント事案。 

  ○ 機会均等調停会議による調停申請は３件。うち２件が妊娠等を理由とした不利益

取扱事案、１件がセクシュアルハラスメント事案。 

  ○ 是正指導は１２８件。７割程度がセクシュアルハラスメントに関する指導。 

 ［照会先］ 

熊本労働局 雇用均等室 

室    長  古賀 万友美 

室長補佐  平島 輝代 

地方機会均等指導官   佐藤 かおる 

（電話番号） ０９６－３５２－３８６５ 
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厚生労働省 

熊本労働局 

◇第２９回男女雇用機会均等月間（平成２６年６月１日～３０日） 
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１ 労働局雇用均等室への相談  

 

 
 
 
 
 
 

○  平成２５年度に熊本労働局雇用均等室に寄せられた均等法に関する相談は 

４９９件である。（図１）  

○  相談者別に見ると、労働者からの相談が最も多く、割合としては全体の５割を

超えている。（図１）（表１） 

○  相談内容で最も多いのはセクシュアルハラスメント（法第１１条）に関するも

ので、２４５件で全体の４９．０％を占めている。 

また、妊娠等を理由とした不利益取扱い（法第９条）に関する相談が５３件（１

０．６％）、母性健康管理（法第１２,１３条）に関する相談が４２件（８．４％）

となっており、妊娠、出産等に係る相談も引き続き多く寄せられている。（図２） 

○ 相談者別に見ると、すべてにおいてセクシュアルハラスメントに関する相談

が最も多くなっている。（表１） 

 

 

◆ 相談件数は４９９件。 

◆ 労働者からの相談割合は全体の５割超。 

◆ 相談内容は、セクシュアルハラスメント事案が最多（約半数）。 

（
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              表１ 相談者別相談内容の内訳 

   件（％） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図２ 相談内容の内訳 

女性労働者 男性労働者 事業主 その他 合計

第５条関係
（募集・採用）

１
(0.3)

０
( - )

１０
(10.2)

１４
(10.1)

２５
(5.0)

第６条関係
(配置・昇進・降格・教育訓練等）

５
(1.9)

１
(8.3)

１
(1.0)

１
(0.7)

８
(1.6)

第７条関係
（間接差別）

０
( - )

０
( - )

１
(1.0)

０
( - )

１
(0.2)

第９条関係
(婚姻、妊娠・出産等を理由とした
不利益取扱い）

３２
(12.7)

０
( - )

７
(7.1)

１４
(10.1)

５３
(10.6)

第１１条関係
（セクシュアルハラスメント）

１４８
(58.9)

４
(33.3)

３５
(35.7)

５８
(42.0)

２４５
(49.0)

第１２条、第１３条関係
（母性健康管理）

１４
(5.5)

０
( - )

１５
(15.3)

１３
(9.4)

４２
(8.4)

第１４条関係
（ポジティブ・アクション）

０
( - )

０
( - )

９
(9.1)

６
(4.3)

１５
(3.0)

その他
５１

(20.3)
７

(58.3)
２０

(20.4)
３２

(23.1)
１１０
(22.0)

合　計
２５１

(100.0)
１２

(100.0)
９８

(100.0)
１３８

(100.0)
４９９

(100.0)
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表２ 内容別相談件数の推移 

                                       
件（％） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２３年度 ２４年度 ２５年度

第５条関係
（募集・採用）

１８
(3.8)

２４
(4.8)

２５
(5.0)

第６条関係
(配置・昇進・降格・教育訓練等）

６
(1.3)

２
(0.4)

８
(1.6)

第７条関係
（間接差別）

０
( - )

０
( - )

１
(0.2)

第９条関係
(婚姻、妊娠・出産等を理由とした
不利益取扱い）

５７
(11.9)

５４
(10.8)

５３
(10.6)

第１１条関係
（セクシュアルハラスメント）

２１３
(44.6)

２１０
(42.1)

２４５
(49.0)

第１２条、第１３条関係
（母性健康管理）

４６
(9.6)

６０
(12.0)

４２
(8.4)

第１４条関係
（ポジティブ・アクション）

５
(1.0)

９
(1.8)

１５
(3.0)

その他
１３３
(27.8)

１４０
(28.1)

１１０
(22.0)

合　計
４７８

(100.0)
４９９

(100.0)
４９９

(100.0)



 - 5 -

２ 紛争解決の援助 

（１）労働局長による紛争解決の援助（均等法第１７条） 

 
 
 
 

 

○  個別紛争の解決の援助を求めて平成２５年度に新たに行われた申立は１８件

で、すべて女性労働者からの申立である。（表３） 

○  紛争の内容はセクシュアルハラスメント事案が１０件、妊娠等を理由とした不

利益取扱いに関する事案が７件である。 

○  援助の結果、１０件は何らかの解決を見たが、他は、調停の申請を行ったこと

や主張に大きな隔たりがあったこと等により打ち切りとなった。 

 

 
表３ 紛争解決の援助申立受理件数の推移 

        
（件） 

 

 

◆ 平成２５年度の紛争解決の援助の申立受理件数は１８件。 

◆ セクシュアルハラスメントに関する事案が１０件と最も多く、次い

で妊娠等を理由とする不利益取扱いに関する事案が７件。 

 

２３年度 ２４年度 ２５年度

第５条関係
（募集・採用）

0 1 0

第６条第１号関係
(配置・昇進・降格・職種変更）

0 1 1

第７条関係
（間接差別）

0 0 0

第９条関係
(婚姻、妊娠・出産等を理由とした
不利益取扱い）

4 3 7

第１１条関係
（セクシュアルハラスメント）

10 8 10

第１２条、第１３条関係
（母性健康管理）

0 0 0

合　計 14 13 18
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（２）機会均等調停会議による調停（均等法第１８条） 

 
 
 
 
 
 

○  調停による紛争の解決を求めて  ２５年度新たに行われた調停申請は３件（表

４）。 申請者はすべて女性労働者。 

○  紛争は妊娠等に係る不利益取扱事案が２件、セクシュアルハラスメントに関す

る事案が１件である。 

○２５年度に調停が行われた事案のうち、２件は当事者双方が調停案を受諾し 

解決。１件は、調停を開始したものの双方の主張の隔たりが大きく打ち切りと

なった。 
 

 
表４ 機会均等調停会議による調停申請受理件数の推移 

     
（件） 

 

 

 

 

 

 

 

◆ 調停申請受理件数は３件。 

◆ 申請は妊娠等に係る不利益取扱事案が２件、セクシュアルハラス 

メントに関する事案が１件。 

２３年度 ２４年度 ２５年度

第６条第１号関係
(配置・昇進・降格・教育訓練等）

0 0 0

第９条関係
(婚姻、妊娠・出産等を理由とした
不利益取扱い）

0 0 2

第１１条関係
（セクシュアルハラスメント）

5 5 1

合　計 5 5 3
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３ 均等法の遵守を求める是正指導 等 

 
 
 
 
 

 ○  平成２５年度は、８８事業所を対象に報告徴収を実施し、このうち何らかの均

等法違反のあった４２事業所に対し、１２８件の是正指導を行った。（表５） 

 ○  指導事項としては、セクシュアルハラスメントに関するものが最も多く、全体

の７割弱を占めている。  

 
表５ 是正指導の内容  

 

 

 

 

 

 

 

 

○  また、女性の活躍を推進するためのポジティブ・アクション取組について３４

件の助言を行った。（表６） 

表６ ポジティブ・アクション取組助言件数 

 
 

◆是正指導件数は１２８件 

◆セクシュアルハラスメントに関するものが７割弱を占め最も多い。 

事　　項 件　数

女性の採用拡大 9

女性の職域拡大 6

女性の管理職登用 17

職場環境・職場風土の改善 2

合　　計 34

事　　項 件　数

第５条関係　（募集・採用） 2

第６条関係　(配置・昇進・降格・教育訓練等） 0

第７条関係　（間接差別） 0

第９条関係　(婚姻、妊娠・出産等を理由とした不利益取扱い） 0

第１１条関係　（セクシュアルハラスメント） 89

第１２条、第１３条関係　（母性健康管理） 37

合　　計 128
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〈添付資料〉 

  １ セクシュアルハラスメントに係る相談、紛争解決援助及び調停事例 

 ―熊本版― 

２ 都道府県労働局長による紛争解決の援助事例  ―全国版― 

３ 機会均等調停会議による調停事例       ―全国版― 
 

 
〈参考資料〉 

１ 第２９回男女雇用機会均等月間実施要綱 

２ 男女雇用機会均等法 育児・介護休業法のあらまし 

３ 男女雇用機会均等法で禁止している「間接差別」の対象範囲が拡大します 

４ 女性が輝く社会の実現に向けて 

５ Positive Action 



資料 １ 

 

セクシュアルハラスメントに係る相談、紛争解決援助及び調停事例 
                                 ―熊本版― 
 
●熊本労働局雇用均等室に寄せられるセクシュアルハラスメント相談の概要 

〈いつ・どこで・誰から・・〉 
  ・勤務時間中（出張先、外出先含む） ・酒席 ・個別に呼び出された飲食店等 
 
  ・会社内（他者が外出後の事務所内、倉庫作業中、個別に呼び出された会議室等） 
  
  ・事業所トップ  ・上司、同僚   
 
〈不必要な身体への接触〉 
  ・胸 などを触られた。 
  ・キスをされた。 
  ・性的関係を強要された。     
 
〈言葉によるセクハラ〉 
  ・身体的なこと（胸が小さい 等）と言われた。 
  ・愛人になれと言われた。     
  ・猥談をされるのが苦痛     
 
〈執拗な誘い〉 
  ・執拗な食事への誘い。 
  ・ホテルに行こうと言われた。   
 
〈噂を流される等 その他〉 
  ・ふしだらだ。男と遊んでいるといわれた。 
  ・性病だといわれた。 
  ・出張先の宿泊の手配を上司が行い同室とされた。   
 
●労働局に相談し、援助制度等を利用した理由 
  ・職場でこういうことがあったがセクハラにあたるか？といった確認。 
  ・仕事に行きたくないがどうすればよいか？ 
  ・勤務先で相談したが公平に対応してくれない。 
  ・退職せざるを得ない状況であるが、自己都合退職になるのか？   
  ・謝罪等を求めたい。                    

・事業所に法的認識をしっかりもってもらうためにも行政から指導してほしい。    



 

 

●個別紛争解決援助（労働局の援助、調停）の結果 
〈解決に至ったケース〉 

・「会社都合退職」の扱いとなった。 
・金銭解決を図った。 
・事業所からの謝罪があった。 
・今後の雇用管理において再発防止策を講じてくれることが約束された。   

 
〈解決に至らず打切りになったケース〉 
  ・セクハラの事実認定に乖離がある。 
  ・金銭解決の場合の金額に隔たりがある。                 

 









第２９回男女雇用機会均等月間実施要綱 

 
１ 趣 旨 

男女雇用機会均等法（以下「均等法」という。）が施行されて以降、法制度上は男女の均等な機会及び
待遇の確保は大きく進展し、企業の雇用管理は改善されつつあるが、依然として、男性と比べて女性の勤
続年数は短く、管理職比率も低い水準にとどまっており、実質的な機会均等が確保された状況とはなって
いない。 
実質的な男女均等取扱いを実現するためには、性別によらない雇用管理を行うことはもとより、ポジテ

ィブ・アクション（男女労働者間に事実上生じている格差の解消に向けた企業の自主的かつ積極的な取組）
の一層の推進により、働き続けることを希望する者が就業意欲を失うことなく自らのキャリアを築き、そ
の能力を発揮できる環境整備等を進めること及び女性の活躍が社会にとってきわめて重要であることにつ
いて社会一般に定着させることが重要である。 
特に、妊娠・出産等を理由とする不利益取扱いについての相談は引き続き高い水準で推移していること

から、妊娠・出産等を理由とする不利益取扱いの禁止の徹底を図る必要がある。 
また、均等法の省令・指針が改正され、平成26年７月１日より施行されることからその内容を十分に周

知するとともに、相談窓口が都道府県労働局雇用均等室（以下｢雇用均等室｣という。）であることを、社
会一般に定着させる必要がある。 
厚生労働省では、６月を「男女雇用機会均等月間」と定め、職場における男女均等について労使を始め

社会一般の認識と理解を深める機会としている。本年度においては、次の目標を掲げ、月間を実施する。 
 

２ 目 標 
（１）均等法及び改正省令・指針の一層の周知徹底及び履行確保 
（２）ポジティブ・アクションの取組の促進 
（３）女性の活躍が社会にとってきわめて重要であることについての定着  
 
３ テーマ    

踏み出そう ポジティブ・アクション！ 
 ～男女ともに力を発揮する企業が未来を担う～ 

 
４ 期 間 

平成26年６月１日から30日までの１か月 
 
５ 主 唱 

厚生労働省 
 
６ 協力を依頼する機関、団体 

関係行政機関、報道機関、使用者団体、労働団体、その他 
 
７ 実施事項 
（１）周知・広報活動の実施 

月間の趣旨や均等法の施行状況の記者発表を行うとともに、月間周知用ポスターの作成・配布を行
うほか、各種媒体を通じ、７月に施行される改正省令・指針の周知及び妊娠・出産等を理由とする不利
益取扱い等の相談窓口が雇用均等室であることも含め広報活動を実施する。 

（２）協力依頼の実施 
関係行政機関、報道機関、使用者団体、労働団体等に対し、月間実施に係る協力を依頼する。また、

使用者団体に対しては、傘下団体・会員企業等に対する男女均等取扱いのための各種取組を促すよう要
請する。 

（３）均等法に基づく指導の集中的実施 
雇用均等室において、男女均等取扱いの実現及び妊娠・出産等を理由とする不利益取扱いの禁止の

徹底のための事業主に対する指導を集中的に実施する。 
（４）事業主に対するポジティブ・アクションの取組促進 

厚生労働省及び都道府県労働局において、直接企業や団体を訪問することにより、企業がポジティブ・
アクションの具体的な取組を行うことができるよう必要な助言及び情報提供を積極的に行うとともに、
その取組状況についてポジティブ・アクション情報ポータルサイトの活用による情報開示の促進を図る。 

 













http://www.positiveaction.jp/
http://www2.mhlw.go.jp/topics/seido/josei/hourei/20000401-22.htm
http://www.positiveaction.jp/declaration/
http://www.positiveaction.jp/declaration/
http://www.positiveaction.jp/pa/index.php
http://www.positiveaction.jp/pa/index.php


















http://www2.mhlw.go.jp/topics/seido/josei/hourei/20000401-25-1.htm


http://www.mhlw.go.jp/seisakunitsuite/bunya/koyou_roudou/koyoukintou/danjokintou/index.html
http://www.mhlw.go.jp/bunya/koyoukintou/pamphlet/index.html#pam-02
https://www-secure.mhlw.go.jp/getmail/getmail.html




http://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/koyou_roudou/koyoukintou/danjokintou/index.html








http://www.positiveaction.jp/
http://www.positiveaction.jp/declaration/
http://www.positiveaction.jp/pa/index.php
http://www.mhlw.go.jp/topics/koyoukintou/2012/03/30-01.html
http://www.mhlw.go.jp/stf/houdou/2r9852000000ned3.html
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Positive Ａction 

 
 

 女性にもっと能力を発揮してもらいたい 
 女性に新しい仕事をしてもらいたい 
 女性をもっとうまく育てたい 
 女性の管理職を増やしたい 
 女性に継続して働いてもらいたい 

・・・ということはありませんか？ 

 

「ポジティブ・アクション」で女性の能力が十分に発揮されれば、 
企業にとって大きなプラスになります！ 

 
 

   
 

具体的な目標には、次のようなものが考えられます 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 
企業における女性活躍推進の取組「ポジティブ・アクション」に関する 

各種情報を提供するポータルサイトです。 
 
 
 
 

                            お問い合わせは   

わたしの会社も！ 
ポジティブ・アクション 

でも、なにをすればいいの？ 

ご存じですか？ ポジティブ・アクション！ 
～職場でもっと女性の活躍を推進するために～ 

熊本労働局雇用均等室  〒860-8514  

TEL 096-352-3865        熊本市西区春日 2-10-1 

FAX 096-352-3876         熊本地方合同庁舎 9F 

ポジティブ・アクションの取組にあたって、 
ポジティブ・アクション情報ポータルサイトをご活用ください！！ 
 

http://www.positiveaction.jp Click ＵＲＬ 

※ 

※ 

助成金が 
できました！！ 
詳しくは裏面へ 

ＮＥＷ！ 

http://www.positiveaction.jp


 

 

 雇用している人材の能力が十分発揮されれば、企業にとっても大きなプラスです。 
 今年度から『ポジティブ・アクション能力アップ助成金制度』も創設されました。 

 
 

ポジティブ・アクション能力アップ助成金以外にも、育児休業等に関する助成金制度もあります。 

詳細は             へ 熊本労働局雇用均等室 
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